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研究成果の概要（和文）： (i)日魯通交条約、(ii)蝦夷地の編入、(iii)樺太の３つの課題については、日露間樺太島
仮規則と日露樺太雑居条約を近代国際法上の正規の条約ととらえることには、いろいろな点で疑問があること、(iv)琉
球処分については、1850年代の琉球王国の条約についての、日本政府の説明ぶりは歴史を十分に反映していないことが
指摘された。(v)島嶼の無主地先占と(vi)竹島については、竹島が、日本政府の見解によれば、島嶼先占の事例とはみ
なされていないことが改めて問題とされた。全課題を通じて重要な「固有領土」論については、北方領土の例と竹島の
例で、力点の置かれ方に相違がみられることが、明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：It should be more carefully investigated whether the 1867 and 1873 treaties 
concluded by the Tokugawa Government with Russia concerning the status of Saghalien and the treaties 
concluded by the Kingdom of Ryukyu with the United States, France and the Netherlands in the 1850s can be 
considered as “treaty” under modern international law. It is also the target of discussion whether the 
opinion of the current Government of Japan concerning the terra nullius theory about Takeshima is 
sustainable, in particular compared with several cases of the application of that theory to neighboring 
islands such as Ogasawara, Senkaku etc.
And one of the most theoretically serious issue is the “idea of inherent territory of Japan”. There 
seems to be a slight difference in the practical meaning of this idea between the Kuril Islands and 
Takeshima.

研究分野： 国際法
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１．研究開始当初の背景 
（１）主権概念、近代国家概念、近代法概念、
勢力均衡論を基礎とする諸国家体系の考え
などを前提とする「国際法」は、近代ヨーロ
ッパに固有の観念である。近代ヨーロッパ国
際法は、15 世紀末ぐらいからヨーロッパにお
いて徐々に形成されていき、ようやく 19 世
紀初頭になって完成をみた。国家主権が排他
的に及び、国境によって画定される「国家領
域」という観念、また、「領域権原」の取得
という形で一定地域の国家領域への帰属が
最終決定されるという理論構成もまた、その
ときまでには確立していた。 
（２）日本が幕末期以降近代ヨーロッパ国際
法を受容していく以前にも、「国家」として
の「日本国」が存在したことは間違いない。
しかしながら、それは、近代ヨーロッパ国際
法上の「国家主権」、「領域」、「国境」などの
概念がそのままの形では適用されない、独自
のものであった。 
従来江戸時代は「鎖国」の時代であり（寛

永 16〔1639〕年から安政元〔1854〕年まで）、
「外国」とはいっさい関係を持たなかったと
理解されてきた。しかしながら、近年では、
対外世界から完全に閉ざされていたわけで
はないのであり、とくに東アジア世界との交
流をも視野に入れるべきであるとする考え
方が一般的となってきている。とくにここ 30
年間ぐらいの、歴史研究者たちによる近世・
近代日本の対外関係史研究の進展には目覚
ましいものがある。これらの、歴史学におけ
る最新の研究成果は、国際法や国際法史の研
究者たちにかならずしも広く知られている
わけではない。 
 
２．研究の目的 
幕末期から明治初期にかけて、日本が近代

ヨーロッパ国際法を受容していく過程にお
いて、近代ヨーロッパ的な「領域」観念をど
のように理解し、どのようにして日本の国家
領域を構成していったのか、そして、近隣諸
国との間の「国境」がどのようにして画定さ
れていったのか、つまり、近世日本「国家」
が、どのようにして「近代的領域国家」へと
再編成されていったのかの全体像を示すこ
とが本研究の主要な目的である。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究に本格的に取り組むための前提
としてまず、近世日本において「領域」や「境
界」がどのようなものとして理解されていた
かを探求することが必要となる。その際の一
つのポイントが「版図」と「化外の地」の区
別であった。「版図」が、「疆域」などといっ
た中国や朝鮮の伝統的な「領域」観と同一な
のか、あるいは異なっているのか、という点
がなによりもまず検討すべき課題である。2
つ目の検討課題は、「幕府撰日本図」である。
そして、3つ目の課題は、近世日本の「対外」
関係である。 

（２）その後、幕末期から明治初期の、日本
の「領域」確定・「国境」画定がどのような
かたちで行われたかを本格的に検討した。具
体的な検討課題としては、(i)日魯通交条約、
(ii)蝦夷地の編入、(iii)樺太、(iv)琉球処
分、(v)島嶼の無主地先占（小笠原諸島、尖
閣諸島など）、(vi)竹島、の 6件である。 
（３）(i)日魯通交条約、(ii)蝦夷地の編入、
(iii)樺太の 3 つの課題は、ロシアとの関係
でどのように「国境」が画定されたのかとい
う点が最も重要なポイントである。 
（４）幕末期以降、琉球の地位をどのように
とらえるかは、西洋諸国との関係のなかでも、
はなはだ大きな課題として日本側が対応を
求められた。江戸時代におけるような、江戸
幕府による「幕藩制支配」と清朝による「冊
封朝貢体制」の並存ということでは対処しき
れなくなったのである。それは、琉球王国の
「両属」を近代ヨーロッパ国際法の観点から
はどのように理解できるかという論点も含
むものであった。 
（５）日本は、近隣の島嶼について、無主地
先占の法理を積極的に活用していった。小笠
原諸島（明治 9〔1876〕年 10 月）、硫黄島（明
治 24〔1891〕年 9 月）、久米赤島・久場島・
魚釣島〔尖閣諸島〕（明治 28〔1895〕年 1月）、
南鳥島（明治 31〔1898〕年 7 月）、沖大東島
（明治 33〔1900〕年 9月）、そして中鳥島（明
治 41〔1908〕年 8月）の 6つの事例を挙げる
ことができる。もっとも、中鳥島は実在しな
いことがその後確認された。これらの事例の
なかで領有について、当時関係国民との間で
争いがあったのは、南鳥島のみである。 
（６）以上のような、日本の「領域」確定・
「国境」画定は、とくに中国・朝鮮（韓国）
などの近隣諸国との緊張関係の下に、行われ
たものであることは、重ねて言うまでもない
ことである。日本側からの視点だけではなく、
中国・朝鮮（韓国）からの視点がこの上なく
重要である。中華人民共和国・清華大学チー
ム（代表者・Lu Xiaojie 教授）、香港・香港
大学チーム（代表者・Anthony Carty 教授）、
そして大韓民国・翰林大学校翰林科学院チー
ム（代表者・Kim Yongkoo 教授）の 3 チーム
と日本の研究チームの、合わせて 4チームで
の合同研究会を随時開催することにより、よ
り幅広い観点からの研究を推し進めること
にした。 
 
４．研究成果 
（１）近世日本の対外関係のあり方、「版図」
概念についての検討にあたって重要な史料
となるのが、江戸時代の儒学者伊藤東涯が享
保１４（1729）年に出版した『秉燭譚』であ
る。そのなかで展開される「版図」と「化外
の地」の区別が、「疆域」などといった中国
や朝鮮の伝統的な「領域」観と同一なのか、
あるいは異なっているのかについては、これ
らの概念はかならずしも日中韓で完全に一
致するものではないことが判明し、今後なお、



それぞれの一次史料に当たりながら綿密に
確認していく作業が必要であることが確認
された。 
 2 つ目の検討課題の「幕府撰日本図」につ
いては、幕府撰日本図に描かれていることで
ただちに日本の「版図」とみなされると短絡
的にとらえることはできないことが改めて
確認された。 
 3 つ目の課題の、近世日本の「対外」関係
については、「4つの口」、「異国」と「異域」、
「通商の国」と「通信の国」概念についての
検討を行った。そのなかで、「4つの口」の考
えは、近藤重蔵の「松前蝦夷地処置並ニ異国
境取締ニ付建言書草案」（寛政 9〔1797〕年作
成と推定される）のなかですでに見られるこ
とが指摘された。蝦夷地および琉球について
は、なお、｢異域｣なのか、「異国」なのか、
さらには「通信の国」なのかについて、精査
していく必要も指摘された。 
（２）具体的な検討課題 6 つのうちの、(i)
日魯通交条約、(ii)蝦夷地の編入、(iii)樺
太の３つの課題については、とりわけ、日露
通交条約の後の、慶応 3（1867）年 2月 25 日
の日露間樺太島仮規則、さらには、明治 6
（1873）年 9 月 6 日の日露樺太雑居条約を、
近代国際法上の、正規の条約ととらえること
には、いろいろな点で疑問があることが指摘
された。 
もう一つの問題は、国内法の場合とは異な

り、持ち分を定めない、国際法上の「共同領
有」が、そもそもどのような法的意味をもつ
のかという点である。それは、特別の共同機
関が統治するとか、支配範囲を区分して各当
事国が統治するとか、一方の当事国が統治を
委任されるとか、という形態ではなく、両国
民および土民（先住民）が「雑居」するなか
で、両国それぞれの機関が統治するという形
態のコンドミニウムであった。 
（３）(iv)琉球処分については、1854 年の琉
米条約、1855 年の琉仏条約、そして 1859 年
の琉蘭条約をどのように扱うかが理論的に
も実践的にも大きな問題として浮上するこ
とになった。これらの条約についての、現在
の日本政府の説明ぶりはけっして歴史を十
分に反映したものではないことが指摘され
た。2015 年 2 月から 3 月にかけての、「琉球
王国の歴史的事実と認識に関する質問主意
書」と「琉球王国の歴史的事実と認識に関す
る再質問主意書」に対する政府の回答は、こ
うしたツールのなかでの説明という制約が
あることは十分に理解できるとしても、けっ
して満足のいく説明がなされていない。 
これらの条約については、琉米条約につい

ては批准が確認されているものの、琉仏条約
と琉蘭条約についてはかならずしも明確で
はない。また、これらの条約が「植民地条約」
と位置づけられるのかという点の検討を通
じて、当時の琉球王国の国際法上の地位の特
有性を明らかにできることも確認された。 
（４）(v)島嶼の無主地先占（小笠原諸島、

尖閣諸島など）と(vi)竹島無主地先占につい
ては、竹島が、現在の日本政府の見解によれ
ば、こうした島嶼先占の事例とはみなされて
いないことが改めて問題とされた。こうした
無主地先占の例としての島嶼先占と竹島の
扱いとの違いがどのように生まれているの
かを探っていくことは、明治政府の無主地先
占理論のとらえ方、ひいては、領域観の検討
をももたらすことになることが確認された。 
（５）全課題を通じてとくに論点として重要
とみて研究を進めたのが、「固有領土」論で
あった。日本政府が北方領土のみならず、最
近では竹島や尖閣諸島についても主張して
いる理論である。また、近年、韓国や中華人
民共和国も、それぞれ独島、釣魚島について
主張するようになってきている。この理論に
ついては、「我が国民が父祖伝来の地として
受け継いできたもので、いまだかつて一度も
外国の領土となったことがない」ことを主張
するものととらえるか（北方領土の例）、「韓
国側からは、我が国が竹島を実効的に支配し、
領有権を確立した以前に、韓国が同島を実効
的に支配していたことを示す明確な根拠は
提示されて」おらず、「遅くとも江戸時代初
期にあたる 17 世紀半ばには、竹島の領有権
を確立し」たことを主張するものととらえる
か（竹島の例）という点で、力点の置かれ方
に相違がみられることが、明らかにされた。 
ただ、この理論が、日本が 19 世紀中葉に

近代国際法を受容し、その領域論に従って領
域を確定する以前に「領有権」が確立してい
たと主張するものであるとすれば、近代ヨー
ロッパ国際法上の「領域主権」、「国境」など
の諸概念を、他の時代、他の地域にストレー
トに持ち込んでいいのかということがただ
ちに問題となることもまた、指摘された。 
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